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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）

の施行に関し、法、都市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」と

いう。）及び都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第２章 都市計画の手続 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公聴会の開催） 

第２条 市長は、法第16条第１項の規定に基づき、都市計画の案（以下「都市計画

案」という。）を作成しようとする場合において広く住民の意見を反映する必要

があると認めるときは、公聴会を開催するものとする。 

２ 公聴会は、公開するものとする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（開催の手続） 

第３条 市長は、公聴会を開催しようとするときは、開催期日の３週間前までに次



に掲げる事項を公告するとともに、作成しようとする都市計画案の素案（以下

「都市計画市素案」という。）を当該公告の日の翌日から起算して２週間公衆の

縦覧に供するものとする。 

(1) 都市計画市素案の種類及び名称 

(2) 都市計画市素案に係る区域 

(3) 公聴会の開催の日時及び場所 

(4) 第６条に規定する書面の提出期限及び提出先 

(5) 都市計画市素案の縦覧場所及び縦覧期間 

(6) その他公聴会の開催に関し必要な事項 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（説明会の開催等） 

第４条 市長は、前条に定めるもののほか、都市計画市素案の周知を図るため、説

明会の開催その他必要な措置を講ずるものとする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公述人の資格） 

第５条 公聴会に出席して意見を述べること（以下「公述」という。）ができる者

（以下「公述人」という。）は、本市に住所を有する者、当該都市計画について

利害関係を有する者その他市長が特に公述の必要があると認める者とする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公述の申出） 

第６条 公述をしようとする者は、住所、氏名、意見の要旨その他市長が必要と認

める事項を記載した書面を市長が指定する日までに市長に提出しなければならな

い。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公述人の選定） 

第７条 市長は、前条の規定により書面を提出した者（以下「公述申出人」とい

う。）で意見の要旨を同じくする者が複数あるときは、公述人を選定できるもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定により公述人を選定したときは、選定結果について公述申

出人に書面により通知するものとする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 



（公述時間の制限等） 

第８条 市長は、公聴会の運営を円滑にするため必要があると認めるときは、あら

かじめ公述ができる時間（以下「公述時間」という。）を制限し、又は公述の順

番を定めることができる。 

２ 市長は、前項の規定により公述時間を制限し、又は公述の順番を定めたとき

は、その旨を公述人に書面により通知する。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公聴会の中止） 

第９条 市長は、第６条の規定に基づく公述の申出がない場合は、公聴会の開催を

中止し、その旨を速やかに公告するものとする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公聴会の議長） 

第10条 公聴会は、市長の指名する職員が議長となり、これを主宰する。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公述人の公述等） 

第11条 公述人は、公述をしようとするときは、議長の指名又は許可を受けなけれ

ばならない。 

２ 公述人は、当該都市計画市素案に関する意見以外の事項について公述をしては

ならない。 

３ 議長は、公述が公述時間を超えたとき、公述人が前項の規定に違反したとき、

又は公述人に不穏当な言動があったときは、その発言を禁止し、又は退場を命ず

ることができる。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公聴会における質疑） 

第12条 議長は、公述人に対し、質疑をすることができる。 

２ 公述人は、議長に対し、質疑をすることができない。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（代理人又は書面による意見の提出） 

第13条 公述人は、市長の同意を得た場合には、代理人をして公述をさせ、又は書

面により意見を提出することができる。 

２ 公述人は、前項の規定により代理人をして公述をさせるときは、公聴会を開始



する前までに委任状を議長に提出しなければならない。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公聴会の秩序維持） 

第14条 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、その秩

序を乱した者を退場させ、傍聴人の入場を制限する等の適切な措置を講ずること

ができる。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（記録の作成） 

第15条 議長は、次に掲げる事項を記載した公聴会の記録を作成し、これに署名押

印し、市長に提出しなければならない。 

(1) 都市計画市素案の種類及び名称 

(2) 都市計画市素案に係る区域 

(3) 公聴会の開催の日時及び場所 

(4) 公述人又は代理人（以下「公述人等」という。）の氏名及び住所 

(5) 公述人等が公述をした内容の要旨 

(6) その他公聴会の経過に関する事項 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

（公述の内容に対する見解） 

第16条 市長は、公聴会においてなされた公述及び質疑の内容について、その要旨

と公述の内容に対する見解をまとめた書面を作成し、当該公述人等に当該書面を

もって通知するとともに、当該書面の内容を公表するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により作成した書面を、伊豆の国市都市計画審議会に提出

するものとする。 

（追加〔平成23年規則17号〕） 

第３章 都市計画制限等 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第１節 開発行為等の規制 

（開発行為の許可申請） 

第17条 法第29条第１項の許可（以下「開発許可」という。）を受けようとする者

は、法第30条第１項に規定する申請書に同条第２項に規定する書面及び図書のほ

か、次に掲げる書類及び図書を添付して市長に提出しなければならない。 



(1) 申請者の住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項証明書）又はこ

れに準ずる書類 

(2) 法第33条第１項第12号に規定する事項を証する書類 

(3) 法第33条第１項第13号に規定する事項を証する書類 

(4) 開発区域に含まれる土地に係る不動産登記法（平成16年法律第123号）第

119条第１項に規定する登記事項証明書（以下「土地の登記事項証明書」とい

う。） 

(5) 開発区域を明らかにする不動産登記法第14条第１項に規定する地図又は同

条第４項に規定する図面（以下「公図等」という。）の写し 

(6) 開発区域の土地の求積図 

(7) 予定建築物の計画平面図 

(8) 予定建築物の計画立面図 

(9) 防災工事計画平面図 

(10) 防災施設構造図 

(11) 構造計算書 

(12) 安定計算書 

(13) 水理計算書 

(14) 土地調査書及び地盤改良計画図書 

(15) 接続道路の概要及び改修計画書 

(16) 流末水路の概要及び改修計画書 

(17) 現況写真 

(18) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（添付書類の様式等） 

第18条 省令第16条第２項に規定する設計説明書は、様式第１号によるものとす

る。 

２ 省令第17条第１項第３号に規定する書類は、様式第２号による開発区域内権利

者一覧表及び様式第３号による開発行為の施行等の同意書によるものとする。 

３ 省令第17条第１項第４号に規定する書類は、様式第４号による設計者の資格に

関する申告書によるものとする。 

４ 前条第２号に規定する書類は、様式第５号による申請者の資力及び信用に関す



る申告書によるものとする。 

５ 前条第３号に規定する書類は、様式第６号による工事施行者の能力に関する申

告書によるものとする。 

６ 法第32条第１項の規定による同意を得たことを証する書面は、様式第７号によ

る都市計画法第32条第１項の規定に基づく同意書によるものとする。 

７ 法第32条第２項の規定による協議の経過を示す書面は、様式第８号による新設

する公共施設一覧表によるものとする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（既存権利者の届出） 

第19条 法第34条第13号の規定による既存の権利者の届出をしようとする者は、様

式第９号による都市計画法第34条第13号の規定による届出書に次に掲げる図書を

添付して市長に届け出なければならない。 

(1) 位置図 

(2) 土地の登記事項証明書 

(3) 公図等の写し 

(4) 配置図 

(5) 現況写真 

(6) 農地法（昭和27年法律第229号）第４条第１項第５号又は第５条第１項第３

号の規定による届出をしたことを証する書類の写し（当該届出に係る土地が農

地又は採草放牧地の場合に限る。） 

(7) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（開発許可に係る事項の変更） 

第20条 法第35条の２第１項の規定による変更の許可を受けようとする者は、様式

第10号による開発行為変更許可申請書に省令第28条の３に定めるもののほか、第

17条各号に規定する書類及び図書のうち開発行為（法第４条第12項に規定する開

発行為をいう。以下同じ。）の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して

市長に提出しなければならない。 

２ 法第35条の２第３項の規定による軽微な変更の届出をしようとする者は、様式

第11号による開発行為変更届を市長に届け出なければならない。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 



（工事着手の届出） 

第21条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る開発行為に関する工事に着手

する前に、様式第12号による工事着手届に様式第13号による工程表を添付し市長

に届け出なければならない。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（工程報告等） 

第22条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る開発行為に関する工事があら

かじめ市長が指定した工程に達した場合は、様式第14号による指定工程報告書に

より市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告があった場合において災害の防止等のため必要

と認めたときは、当該開発行為に関する工事において行われる工事の状況を検査

するものとする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（開発行為許可標識の掲示） 

第23条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る開発行為に関する工事に着手

した日から法第36条第３項の規定による工事の完了の公告の日までの間、当該開

発許可を受けた開発区域内であって当該開発区域の周囲から見やすい場所に、様

式第15号による開発行為許可標識を掲示しなければならない。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（工事完了届） 

第24条 法第36条第１項の規定による工事の完了の届出をしようとする者は、省令

第29条に規定する届出書に次に掲げる図書を添付して市長に届け出なければなら

ない。 

(1) 位置図 

(2) 許可書の写し 

(3) 公共施設に関する工事について当該施設の管理者又は管理者となるべき者

の工事の検査結果を示す書面又は検査の状況を示す図面 

(4) 品質管理表 

(5) 出来形管理表 

(6) 実質工程表 

(7) 土地利用計画図 



(8) 造成計画平面図 

(9) 造成計画断面図 

(10) 擁壁の出来形図 

(11) 防災施設の出来形図 

(12) 防災施設構造図 

(13) 区画確定測量図（宅地分譲を目的として開発許可を受けた場合に限る。） 

(14) 工事の施工状況が確認できる写真 

(15) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（工事完了の公告） 

第25条 法第36条第３項の規定による工事の完了の公告は、伊豆の国市公告式条例

（平成17年伊豆の国市条例第３号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行

うものとする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（建築等の制限解除） 

第26条 開発許可を受けた開発区域内において、法第37条ただし書の規定による建

築等の制限解除を受けようとする者は、様式第16号による開発区域内における建

築等制限解除申請書に次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1) 位置図 

(2) 公共施設に関する工事について当該施設の管理者又は管理者となるべき者

の工事の検査結果を示す書面又は検査の状況を示す図面 

(3) 品質管理表 

(4) 出来形管理表 

(5) 建築工事工程表 

(6) 土地利用計画図 

(7) 造成計画平面図 

(8) 造成計画断面図 

(9) 擁壁の出来形図 

(10) 防災施設の出来形図 

(11) 防災施設構造図 



(12) 建築物等の位置図 

(13) 建築物等の配置図 

(14) 建築物等の平面図 

(15) 建築物等の立面図 

(16) 建築物等の用途、構造、規模及び棟数を示す書面 

(17) 工事の施工状況及び現況が確認できる写真 

(18) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（工事廃止の届出） 

第27条 法第38条の規定による開発行為に関する工事の廃止の届出をしようとする

者は、省令第32条に規定する開発行為に関する工事の廃止の届出書に次に掲げる

図書を添付して市長に届け出なければならない。 

(1) 位置図 

(2) 現況図 

(3) 工事の廃止に伴う公共施設の機能の回復計画書 

(4) 工事の廃止に伴う防災工事計画書 

(5) 現況写真 

(6) 工事の施工状況が確認できる写真（工事に着手した場合に限る。） 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（制限区域内における建築の許可） 

第28条 法第41条第２項ただし書の規定による制限区域内における建築の許可を受

けようとする者は、様式第17号による制限区域内における建築の許可申請書に次

に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 開発許可を受けたときの土地利用計画図 

(3) 建築物等の位置図 

(4) 建築物等の配置図 

(5) 建築物等の平面図 

(6) 建築物等の立面図 

(7) 建築物等の用途、構造、規模及び棟数を示す書面 

(8) 現況写真 



(9) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（予定建築物等以外の建築等の許可） 

第29条 法第42条第１項ただし書の規定による予定建築物等以外の建築等の許可を

受けようとする者は、様式第18号による予定建築物等以外の建築等の許可申請書

に次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 当初の許可書の写し 

(3) 開発許可を受けたときの土地利用計画図 

(4) 建築物等の位置図 

(5) 建築物等の配置図 

(6) 建築物等の平面図 

(7) 建築物等の立面図 

(8) 建築物等の用途、構造、規模及び棟数を示す書面 

(9) 現況写真 

(10) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可） 

第30条 法第43条第１項の規定による開発許可を受けた土地以外の土地における建

築等の許可を受けようとする者は、省令第34条第１項に規定する建築物の新築、

改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書に、同条第２項

に規定する図面のほか、次に掲げる書類及び図書を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 政令第36条第１項第３号に該当する理由を示す書面 

(2) 様式第19号による敷地概要書 

(3) 土地の使用承諾書 

(4) 土地の登記事項証明書 

(5) 公図等の写し 

(6) 配置図 

(7) 敷地断面図 

(8) 敷地求積図 



(9) 建築物の平面図 

(10) 建築物の立面図 

(11) 現況写真 

(12) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（地位の承継の届出） 

第31条 法第44条の規定による開発許可の地位を承継した者は、遅滞なく様式第20

号による地位の承継届に、地位の承継をしたことを証する書類を添付して市長に

届け出なければならない。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（地位の承継の承認） 

第32条 法第45条の規定による地位の承継の承認を受けようとする者は、遅滞なく

様式第21号による地位の承継の承認申請書に次に掲げる図書を添付して市長に提

出しなければならない。 

(1) 土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したこと

を証する書類 

(2) 省令第16条第５項に規定する資金計画書 

(3) 様式第５号による申請者の資力及び信用に関する申告書 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第２節 開発登録簿 

（開発登録簿） 

第33条 省令第36条第１項に規定する開発登録簿（以下「登録簿」という。）の調

書は、様式第22号によるものとする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（登録簿の写しの交付） 

第34条 法第47条第５項の規定による登録簿の写しの交付の請求をしようとする者

は、様式第23号による開発登録簿謄本交付申請書を市長に提出しなければならな

い。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（登録簿の閲覧所） 

第35条 省令第38条第１項に規定する閲覧所の場所（以下「閲覧所」という。）



は、都市整備部の執務室内とする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（閲覧時間等） 

第36条 登録簿の閲覧時間は、午前８時30分から午後５時15分までとする。 

２ 登録簿を閲覧に供する日は、伊豆の国市の休日を定める条例（平成17年伊豆の

国市条例第２号）に規定する休日以外の日とする。 

３ 市長は、登録簿の整理その他特別の理由により必要があると認めるときは、前

２項の規定にかかわらず、閲覧時間を変更し、又は閲覧に供しない日を設けるこ

とができる。この場合においては、あらかじめその旨を閲覧所に掲示するものと

する。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（閲覧手続） 

第37条 登録簿を閲覧しようとする者は、様式第24号による開発登録簿閲覧申出書

に必要事項を記入して、市長に申し出なければならない。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（行為の禁止） 

第38条 閲覧者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 登録簿を閲覧所から持ち出すこと。 

(2) 登録簿をき損し、汚損し、又は加筆すること。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（閲覧の拒否等） 

第39条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、閲覧を拒否し、又は中

止させるものとする。 

(1) 前条各号の規定に違反し、又はそのおそれがある者 

(2) 他の閲覧者に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがある者 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第３節 開発行為又は建築に関する証明申請 

（適合証明書の交付申請） 

第40条 省令第60条の規定による適合証明書の交付を受けようとする者は、様式第

25号による都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書に次に

掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 



(1) 計画の建築物等が法の規定に適合していることを証する書面 

(2) 位置図 

(3) 土地の登記事項証明書 

(4) 公図等の写し 

(5) 敷地現況図 

(6) 建築物等の配置図 

(7) 敷地求積図 

(8) 敷地断面図 

(9) 建築物等の平面図 

(10) 建築物等の立面図 

(11) 現況写真 

(12) その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長が認める場合は、前項各号の図書の添付を省略することができる。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第４節 都市計画施設等の区域内における建築の許可 

（都市計画施設等の区域内における建築の許可） 

第41条 法第53条第１項の規定による都市計画施設等の区域内における建築の許可

を受けようとする者は、省令第39条に規定する申請書に、同条第２項に規定する

図書のほか、次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 公図等の写し 

(3) 建築物等の配置図 

(4) 建築物等の平面図 

(5) 建築物等の立面図 

(6) 敷地求積図 

(7) 敷地断面図 

(8) 現況写真 

(9) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第４章 都市計画事業の事業地内における建築等の許可 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 



（都市計画事業の事業地内における建築等の許可） 

第42条 法第65条第１項の規定による都市計画事業の事業地内における建築等の許

可を受けようとする者は、様式第26号による都市計画事業の事業地内における建

築等許可申請書に次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 公図等の写し 

(3) 建築物等の配置図 

(4) 建築物等の平面図 

(5) 建築物等の立面図 

(6) 敷地求積図 

(7) 敷地断面図 

(8) 現況写真 

(9) その他市長が必要と認めるもの 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

第５章 雑則 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（身分証明書） 

第43条 法第82条第２項に規定する身分を示す証明書は、様式第27号によるものと

する。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（申請書の提出部数） 

第44条 法、省令及びこの規則により市長に提出する申請書その他の書類及びこれ

らに添付する図書等の部数は、正本及び副本各１部とする。ただし、第30条の申

請書及びこれに添付する書類、図書等、第34条の申請書及び第37条の申出書にあ

っては、１部とする。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

（補則） 

第45条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

附 則 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 



附 則（平成23年６月14日規則第17号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年２月13日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年６月28日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律（平成30年法律第33号）

の施行の日（令和元年７月１日）から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている

申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等

とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている

用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

附 則（令和４年３月29日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている

申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等

とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている

用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第18条第１項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第２号（第18条第２項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第３号（第18条第２項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第４号（第18条第３項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第５号（第18条第４項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第６号（第18条第５項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第７号（第18条第６項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第８号（第18条第７項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第９号（第19条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第10号（第20条第１項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第11号（第20条第２項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第12号（第21条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第13号（第21条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第14号（第22条第１項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第15号（第23条関係） 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

様式第16号（第26条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 



（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第17号（第28条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第18号（第29条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第19号（第30条関係）（用紙 日本産業規格A４横型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第20号（第31条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第21号（第32条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第22号（第33条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（一部改正〔平成23年規則17号・令和元年５号〕） 

様式第23号（第34条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第24号（第37条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第25号（第40条第１項関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第26号（第42条関係）（用紙 日本産業規格A４縦型） 

（全部改正〔令和４年規則13号〕） 

様式第27号（第43条関係） 

（一部改正〔平成23年規則17号〕） 

 


